
大和市告示第２２４号 

大和市賃貸物件による保育所等整備事業費補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次のよう

に定める。 

平成２９年１２月１８日 

                   大和市長 大 木  哲   

 

大和市賃貸物件による保育所等整備事業費補助金交付要綱の一部を改正する要綱 

大和市賃貸物件による保育所等整備事業費補助金交付要綱（平成２２年大和市告示第４５

号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「に対して予算の範囲内で補助金を交付することについて、平成２８年度保育対

策総合支援事業費補助金交付要綱（平成２８年１２月２２日厚生労働省雇児１２２２第１号厚

生労働事務次官通知「平成２８年度保育対策総合支援事業費補助金の国庫補助について」を「の

うち、平成２９年度保育対策総合支援事業費補助金交付要綱（平成２９年８月３日厚生労働省発

子０８０３第２号厚生労働事務次官通知「平成２９年度保育対策総合支援事業費補助金の国庫

補助について」に、「県基金要綱」という。）、」を「県基金要綱」という。）及び」に、

「という。）及び」を「という。）に定めるものに対して、予算の範囲内で補助金を交付する

ことについて、」に改める。 

第２条及び第３条を次のように改める。 

（補助事業） 

第２条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲げる事業とす

る。 

(1) 国要綱第３項第１３号に規定する保育所等改修費等支援事業であって、次に掲げるもの 

ア 賃貸物件による保育所を新設、定員の拡大又は老朽化に伴って改修する事業（以下

「賃貸物件による保育所改修等事業」という。） 

イ 賃貸物件等を活用した小規模保育事業所を新設、定員の拡大又は老朽化に伴って改修

する事業（以下「賃貸物件等による小規模保育事業所改修等事業」という。） 

ウ 保育所、認定こども園又は小規模保育事業への移行を希望する認可外保育施設を、児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下「児童福

祉施設設備運営基準」という。）第３２条並びに家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「家庭的保育事業等設備運営基準」

という。）第２８条、第３２条及び第３３条に規定する設備に関する基準を満たすため



に改修する事業（以下「認可化移行改修事業」という。） 

エ 家庭的保育事業を行う者が、家庭的保育者の居宅その他の施設（保育を受ける乳幼児

の居宅を除く。）で家庭的保育事業を実施する上で保育環境を整えるために当該施設を

改修する事業（以下「家庭的保育事業の実施施設に係る改修事業」という。） 

(2) 国要綱及び県事業要綱に規定する認可化移行移転費等支援事業 

(3) 県基金要綱別表に規定する賃貸物件による保育所整備事業 

（補助の対象者） 

第３条 補助の対象者は、別表に掲げる事業の区分に応じ、同表対象者の欄に定めるものとす

る。 

第４条の見出し中「額」の次に「等」を加え、同条第１項を次のように改める。 

補助の対象となる経費は、別表に掲げる事業の区分に応じ、同表対象経費の欄に定める経

費とする。 

 第４条第２項を同条第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 補助金の額は、別表に掲げる事業の区分に応じ、同表補助金額の欄に定める額とする。

ただし、１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

第５条を次のように改める。 

（交付の条件） 

第５条 規則第６条第２項の条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合は、速やかに市長

の承認を受けなければならない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けなけれ

ばならない。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、

速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業によ

り取得し、又は効用の増加した価格が単価５００，０００円（第２条第２号に掲げる事業

にあっては、３００，０００円）以上の機械及び器具については、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適化法施行令」と

いう。）第１４条第１項第２号の規定により、厚生労働大臣が別に定める期間を経過する

まで、市長の承認を受けないで、この補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 



(5) 市長の承認を受けて前号に定める財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

(6) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならな

い。 

(7) 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税仕入控除額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書に

より速やかに市長に報告しなければならない。この場合において、当該消費税及び地方消

費税仕入控除税額の全部又は一部を市に返還させることがある。 

第６条第１項中「（規則第６条第２項の補助事業者をいう。）」を削り、「添えて」を

「、」に改める。 

第９条を第１０条とする。 

第８条第１項中「認可化移行移転費等支援事業」を「第２条第２号に掲げる事業」に改め、

「３００，０００円」を「、３００，０００円」に改め、同条を第９条とする。 

第７条の次に次の１条を加える。 

 （認可化移行計画の期間内に基準を満たさないこととなった場合に伴う補助金の返還） 

第８条 市長は、認可化移行改修事業の対象となる施設が次のいずれかに該当する場合は、既

に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 児童福祉施設設備運営基準第３２条又は第３３条第２項の基準を満たしていない認可

保育所又は認定こども園への移行を目指す施設が、認可化移行計画（認可保育所、認定こ

ども園又は小規模保育事業への移行に係る計画をいう。以下同じ。）の期間内に当該基準

を満たさないこととなった場合 

(2) 家庭的保育事業等設備運営基準第２８条又は第２９条第２項の基準を満たしていない

小規模保育事業Ａ型への移行を目指す施設が、認可化移行計画の期間内に当該基準を満た

さないこととなった場合 

(3) 家庭的保育事業等設備運営基準第３２条により準用する家庭的保育事業等設備運営基

準第２８条又は第３１条第２項の基準を満たしていない小規模保育事業Ｂ型への移行を目

指す施設が、認可化移行計画の期間内に当該基準を満たさないこととなった場合 

(4) 家庭的保育事業等設備運営基準第３３条又は第３４条第２項の基準を満たしていない

小規模保育事業Ｃ型への移行を目指す施設が、認可化移行計画の期間内に当該基準を満た

さないこととなった場合 



附則の次に次の別表を加える。 



別表（第３条、第４条関係） 

事業 対象者 対象経費 補助金額 備考 

賃 貸 物 件

に よ る 保

育 所 改 修

等事業 

法第７条に規定する保育

所を経営する者（公立施

設を活用して保育所を運

営する民間事業者であっ

て、当該事業者が当該施

設 を 改 修 す る 場 合 を 含

む。） 

賃貸物件による保育所

の新設、定員の拡大又

は老朽化に伴い必要と

なる改修費等及び賃借

料（礼金を含み、敷金

を除く。） 

国要綱に基

づき算出し

た基準額に

４分の３を

乗じて得た

額 

賃借料につい

ては、毎年４

月１日以降施

設の開所の日

（当該賃借料

の補助を受け

た年度の翌年

度以降に開所

する場合は、

補助を受けた

年度の３月３１

日）までに発

生するものに

限る。 

賃 貸 物 件

等 に よ る

小 規 模 保

育 事 業 所

改 修 等 事

業 

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 法

（平成２４年法律第６５

号）第４３条に基づき特

定地域型保育事業者（小

規模保育事業に限る。）

として市長の確認を受け

た者又は当該確認を受け

ることが予定されている

者 

賃貸物件等を活用した

小規模保育事業所の新

設、定員の拡大又は老

朽化に伴い必要となる

改 修 費 等 及 び 賃 借 料

（礼金を含み、敷金を

除く。） 

認 可 化 移

行 改 修 事

業 

認可化移行運営費支援事

業実施要綱（平成２７年

４月１３日雇児発０４１３

第３６号「子どものための

教育・保育給付費補助事

業の実施について」別添

１。以下「認可化移行運

営 費 実 施 要 綱 」 と い

う。）第４項に掲げる実

施要件を満し、認可化移

行運営費実施要綱に掲げ

る期間内に児童福祉施設

設備運営基準第３２条並

びに家庭的保育事業等設

備運営基準第２８条、第

３２条及び第３３条に規

定する設備基準を満たす

認可外保育施設を経営す

る者であって、保育所、

認定こども園又は小規模

保育事業への移行を希望

するもの 

児童福祉施設設備運営

基準第３２条に規定す

る保育所に係る設備に

関する基準、家庭的保

育事業等設備運営基準

第２８条、第３２条及

び第３３条に規定する

小規模保育事業に係る

設備に関する基準を満

たすために必要となる

改 修 費 等 及 び 賃 借 料

（改修期間中の建物賃

借料及び礼金を含み、

敷金を除く。） 

家 庭 的 保

育 事 業 の

実 施 施 設

に 係 る 改

修事業 

子ども・子育て支援法第

４３条に基づき特定地域

型保育事業者（家庭的保

育事業に限る。）として

市長の確認を受けた者又 

家庭的保育者の居宅そ

の他の場所（保育を受

ける乳幼児の居宅を除

く。）で家庭的保育事

業を実施する上で保育 

国要綱に基

づき算出し

た基準額 



 は当該確認を受けること

が予定されている者 

環境を整えるために必

要となる改修費等及び

賃借料（礼金を含み、

敷金を除く。） 

  

認 可 化 移

行 移 転 費

等 支 援 事

業 

認可保育所、認定こども

園又は小規模保育事業へ

の移行を目指す認可外保

育施設であって、認可化

移行調査費等支援事業実

施要綱（平成２９年３月

３１日雇児発０３３１台

３０号厚生労働省雇用均

等 ・ 児 童 家 庭 局 長 通 知

「認可保育所等設置支援

事業の実施について」別

添４）２(１)に基づく認

可化移行可能性調査支援

事業の実施等により、移

行のために移転等が必要

であると市長が認めたも

のを経営する者 

児童福祉施設設備運営

基準第３２条に規定す

る保育所及び認定こど

も園に係る設備に関す

る基準、家庭的保育事

業等設備運営基準第２

２条に規定する家庭的

保育事業に係る設備に

関する基準、同基準第

２８条、第３２条及び

第３３条に規定する小

規模保育事業に係る設

備に関する基準又は同

基準第４３条に規定す

る事業所内保育事業に

係る設備に関する基準

を満たすことができな

い認可外保育施設の移

転に必要となる移転費

及び仮設設置費 

国要綱に定

める基準額 

 

賃 貸 物 件

に よ る 保

育 所 整 備

事業 

法第３９条第１項に規定

する保育所（法第５６条

の８に規定する公私連携

型 保 育 所 を 含 む 。 た だ

し、就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第

７７号）第３条第１項に

基づく認定を受けること

ができる保育所にあって

は、保育を必要とする子

どもに保育を実施する部 

賃貸物件により、新た

に保育所を設置する場

合に、賃借料（開設前

の 改 修 等 期 間 を 含

む。）及び借上時にお

け る 改 修 費 等 （ た だ

し 、 借 り 上 げ が 平 成

２１年１月２７日（分

園型保育施設にあって

は、同年５月２９日）

以降の新規契約のもの

に限る。） 

県基金要綱

に基づき算

出した基準

額に４分の

３を乗じて

得た額 

 

 分に限る。）又は児童福

祉施設設備運営基準を満

たす認可外保育施設（小

規模な分園型保育施設を

含む。）を経営する者 

   

 



附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、公表の日から施行し、改正後の大和市賃貸物件による保育所等整備事業費補

助金交付要綱（以下「新要綱」という。）の規定は、平成２９年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に改正前の大和市賃貸物件による保育所等整事業費補助金交付要綱

の規定によってした申請、決定その他の手続は、新要綱の相当規定によってした申請、決定

その他の手続とみなす。 

 


